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研究成果の概要（和文）：民間部門のICT投資に関して、マクロレベルでの正の影響については合意が形成され
つつある一方、ミクロレベルでどのような組織がICT投資を成果に結びつけているかについては統一的な見解が
得られていない。本研究では「デジタル文化資本」概念に着目し、ICT投資成否を左右する組織要因について探
求した。日本の東証上場企業に対して実施した大規模サーベイ調査を用いて、企業のデジタル文化資本と財務パ
フォーマンスが正の関係性にあることを確認した。加えて、デジタル時代の新しい働き方といえるハイブリッド
ワークの整備状況も、企業パフォーマンスと正の関係性にあることを示した。

研究成果の概要（英文）：There is growing consensus on its positive impact at the macro level 
regarding ICT investment in the private sector. However, there is still no unified view on which 
organizations can translate ICT investments into successful outcomes at the micro level. This study 
focuses on the concept of "digital cultural capital" to explore organizational factors that 
influence the effectiveness of ICT investments. Using a large-scale survey conducted on companies 
listed on the Tokyo Stock Exchange in Japan, the study confirms a positive relationship between a 
company's digital cultural capital and its financial performance. Additionally, it demonstrates that
 the implementation of hybrid work arrangements, a new way of working in the digital age, is also 
positively associated with firm performance.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究はデジタル時代の組織に求められる組織特性や働き方の体制について、東証上場企業への大規模なサーベ
イを学術的な観点から実施し、各種財務指標などとも組み合わせた分析を実施した。経営情報学分野での学術的
新規性・貢献として、デジタル文化資本の蓄積およびハイブリッドワークへの対応と企業パフォーマンスとの関
係について明らかにした。また、日本の上場企業に関する組織のデジタル化を学術的観点から検証した稀有な研
究であり、実務者がデジタル時代の組織戦略を構築する上で有用な知見の導出にも貢献した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

ICT 投資はマクロな経済成長および個別企業の成長にとっても非常に重要な要因であり続け
ている。日米の ICT投資は GDP比 3-4%もの規模で推移しており、近年大きく企業価値を伸ば
した企業の大半も ICT／デジタル産業のリーディングプレイヤー達である。ICT 投資がマクロ
な生産性や企業業績に与える正の影響は多くの実証研究により裏付けられている一方

（Bresnahan et al. 2003等）、よりミクロな視点で「どのような企業が ICT投資をより高い業
績やイノベーションに結び付けられるか」については未だに研究の途上である。ICT投資成否を
分ける組織的要因として、情報処理能力、機動性、戦略との整合性などいくつもの要因が提案さ

れているものの（Mithas et al. 2011, Tallon et al. 2011）、統一的な見解が得られるまでには至
っていない。加えて研究の蓄積をより困難にしている要因として、ICTの急速な進化があげられ
る。AI やビッグデータ・アナリティクス、ロボットやソーシャル・メディアの活用など日進月
歩の技術発展を背景に、それらの活用力を統一的に捉える概念は未だ確立されていない。そのた

め、現代の企業経営に大きな影響を及ぼす ICT 投資に関して、その成否を左右する組織的要因
という極めて重要な点についての研究が不足している状況である。加えて、コロナ禍を経て浸透

しつつある新しい働き方であるハイブリッドワーク（オフィスワークとリモートワークを組み

合わせた働き方）も、デジタル時代の組織を特徴づける重要な要素となりつつあるが、その効果

についても十分な研究が蓄積されていない。 
 本研究では上記問題にアプローチするために、デジタル文化資本（digital cultural capital）
という概念を用いて研究を進める。デジタル文化資本とは「技術を活用するために組織内で開

発・洗練され続ける認識・動機付け・スキル（Ollier-Malaterre et al. 2019）」を名指す概念であ

り、進化しつづけるデジタル環境を理解する包括的な概念として社会学を中心に近年注目を集

めている。過去の経営情報学では狭義の組織能力・戦略と ICT 投資の関係性に研究関心が集中

していた一方、デジタル文化資本概念を用いることで「組織が有する技術動向認識、ICT活用の
戦略上の動機付け、ICT活用のスキルレベル」を包括的に捉えることが可能となる。ただし、デ

ジタル文化資本は萌芽的な概念として理論的検討にとどまっており、ICT 投資成否を含む企業

パフォーマンスへの影響についての実証研究は未だ実施されていない。 
 そこで本研究では、デジタル文化資本およびハイブリッドワーク体制の構築が企業パフォー

マンスとどのような関係性にあるかを、日本企業の実態に基づいて検証する。 
 
 
２．研究の目的 
本研究はデジタル文化資本概念に着目し、デジタル文化資本が ICT 投資成否に与える影響に
ついて明らかにすることを目的とする。本研究はデジタル文化資本概念を経営情報学の領域に

導入し、長年議論が続いてきた ICT 投資と企業業績の関係性に関して新知見・新たな貢献をも

たらす。左記に加えて、コロナ禍以降急速に普及したハイブリッドワークに対する組織的対応状

況についても調査し、ハイブリッド実現に関わる柔軟な組織体制と企業パフォーマンスの関係

性についても明らかにすることを目的とする。これらの研究目的を日本企業の上場企業を対象

とした大規模独自サーベイを通して実現し、日本のコンテクストに基づいたデジタル組織の実

態把握を進めることも本研究の特徴といえる。 
 
 
３．研究の方法 
組織のデジタル文化資本を定量的に評価するために、東証上場企業に対して質問紙調査を実

施した。2021年度は東証一部上場企業、2023年度は東証プライム・スタンダード・グロースの

3 市場上場企業に対してサーベイ依頼を実施し、それぞれ 146 社および 175 社からの回答を得

た。サーベイにおいては、先行研究にて蓄積されたデジタル文化資本の理論モデル（認識・動機

付け・スキルの 3 次元）を元にしたデジタル文化資本測定に加えて、ICT投資の一側面としての

デジタル・トランスフォーメーション（以下 DX）の進展状況、およびデジタル技術を活用した

新しい働き方であるハイブリッドワークへの組織的制度的取り組み状況やそれを支える人事制

度に関わる実践状況等、各種データを蓄積した。また、本調査対象サンプルは全て上場企業であ

るため、財務データなど企業の属性情報を各種データベースから収集し、本研究で取得したサー



ベイデータとそれら公開情報を結合することで本研究独自のデータセットを構築した。また、サ

ーベイによる定量的なデータの把握と並行して事例調査も実施した。それらデータをもとに、デ

ジタル文化資本と企業パフォーマンスの関係性を分析し、ICT 投資成否を左右する組織要因に

ついて分析した。現在下記成果に加えて、パネルデータ分析等の統計的な分析も実施し、その成

果を査読論文として発表するべく準備も進めている。 

 

 

４．研究成果 

4.1 デジタル文化資本と ICT投資成否の関係性 

本研究においては ICT投資の一側面として、近年盛んに議論されている DXの進展状況を取り

上げた。東証一部上場企業向け調査では、全 146 社中の 33 社が DXの本来の目的である「ICT投

資によるビジネスの変革(＝トランスフォーメーション)」にまで到達する一方、その他多数派の

企業は一部効率化やそもそも未実施にとどまる状況が確認された（図 1）。 

 

図 1: 東証一部上場企業のデジタル・トランスフォーメーション取り組み状況 

 

 

これらの ICT投資成否状況（DX進展度）とデジタル文化資本の関係性を示したものが図 2で

ある。DX 進展度の高い企業群はそうでない企業群に比べて、デジタル文化資本スコアが高いこ

とが示された。デジタル文化資本概念全体としても、デジタル文化資本を 3つの次元（認識・動

機・スキル）に分けた際にも、同様の傾向が見られた。 

 

図 2：デジタル文化資本スコアと ICT投資成否（DX進展度）の関係性 
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4.2 ハイブリッドワークと企業パフォーマンスの関係性 

 ハイブリッドワークの取り組み状況について、東証一部上場企業向けサーベイにおいては 12

の質問項目を使用して測定した。図 3に示す通り、上場企業内でもその対応状況はばらついてお

り、正規分布に近いスコア分布が確認された。また、ハイブリッドワークの先進度合いで 3つの

企業群に分けた際に、最も積極的にハイブリッドワークを推進している企業群のみがコロナ禍

でも売り上げ成長を達成しており、その他企業群はマイナス成長を記録していることも確認さ

れた。 

 

図 3: ハイブリッドワーク取り組み状況と売上成長率との関係性 

 

 加えて図 4はハイブリッドワーク取り組み状況に応じて積極組と消極組の 2組に分けて、2020

年 1月初旬を起点とした株価変動を示したものである。こちらの分析からは、2組間でコロナ以

前の株価推移に大きな相違がない一方で、コロナ禍直後の株価回復トレンドに明確な差が生ま

れていることが確認できる。ハイブリッドワーク対応などの柔軟な組織体制構築と企業パフォ

ーマンスの関係性が示唆される。 

 

図 4: ハイブリッドワーク(HW)積極実施組と消極実施組の株価推移比較 
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